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地域温泉旅館の

サービス・マネジメント・システムに関する一考察

内田 純一

北海道大学

uchida@cats.hokudai.ac.jp

概要：地域温泉旅館によるサービスの有効性を分析するためには、個別企業のサービス品質の議論だけ

では不十分である。なぜなら、地域温泉旅館の顧客満足度は観光地全体の調整具合によって得られる満

足感に大きく左右されるからである。本稿では、地域ブランディングの視点を取り入れた分析枠組みに

よって地域温泉旅館の事例分析を行うことで、現地サプライヤー全体の調整の視点と、旅館単体のサー

ビス品質管理の視点との統合を試みている。最終的に、地域ブランディングをサービス・プロフィット・

チェーンのフィードバックに活かすサービス・マネジメント・システムの可能性について展望する。

Keywords：サービス・プロフィット・チェーン、鶴雅グループ、地域ブランディング

１．はじめに

これまでサービス経営研究（サービス・マーケ

ティング論やサービス・マネジメント論とも呼ば

れる）は、我が国では決して活発とは言えなかっ

た。一方、欧米においても経営学のなかでは比較

的に新しい分野とされている[1]が、1970 年代か

らビジネススクール等で講じられるようになり、

その後の 20 年ほどの間に主要講座になっていっ

た[2]。

当然、近年になって注目されているサービス・

イノベーションに関する研究についても、先行す

る欧米[3]に比べれば我が国ではまだ始まったば

かりである。文部科学省が 2007 年度から「サー

ビス・イノベーションを推進する人材育成プログ

ラム」の委託事業を行い、いくつかの大学が採択

されて研究グループが立ち上がり、急展開したと

いう状況にある。

もちろん、サービスに関する研究促進は、サー

ビス業ばかりでなく、「モノ」＋「サービス」の優

れた組み合わせによって、メーカー企業にこそ価

値をもたらすということが、米アップル社の成功

事例等によって広く知られるようになっている。

日本においても米国に比べて弱いと言われるサー

ビスによる競争力の向上に向けて、その研究蓄積

と企業実践での成功例が待たれているのである。

一方で、2007年から施行された観光立国推進基

本法に前後して地方国立大学等に観光系学部が整

備されたが、これらの大学は経営学を中心に置く

カリキュラム構成を採用する大学が少数派であり、

またサービスに関する研究は、航空業界、旅行業

界、ホテル業界といった個別産業論として取り上

げられることはあっても、サービス経営学を体系

的に教えている大学は少ない。上述の「サービス・

イノベーションを推進する人材育成プログラム」

の採択大学の顔ぶれも、ほぼ観光系学部ではなく、

既存の経営学部や経営大学院、あるいは工学系大

学・大学院によって遂行されており、一部の私立

大学を除き、観光研究とサービス・イノベーショ

ン研究は分離されたままだと言って良い。観光産

業がサービス産業の代表格であることを考えると、

いささか奇妙な状況にあるのである。本研究は、

このような状況を踏まえ、サービス経営研究と観

光産業研究の融合を目指して開始された。

本稿で事例として扱う「鶴雅グループ」はサー

ビス面に優れた北海道を代表する観光企業として

よく知られている。例えば、2007年に社会経済生

産性本部のなかに設立されたサービス産業生産性

協議会の認定する「ハイ・サービス日本 300選」

の第一回目の受賞企業として、ホテル・旅館業の

カテゴリーから、石川県の「加賀屋」とともに選

ばれているほどである。なお、研究方法と事例サ

ンプリングの理由については後述するが、同グル
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ープを成功事例のサンプルとすることは、サービ

ス経営研究においても、観光産業研究にとっても

社会的関心の高さという点で妥当性があると直感

的には賛同を得やすいだろう。

本稿では、そのサービスの優秀さを、いわゆる

「おもてなし」や「接客・接遇スキル」の優劣と

いった問題に収斂させるのではなく、その背後に

あって、それらサービス品質を継続的に安定させ

ているサービス・マネジメント・システム[4]に関

して収集したデータに基づく議論を展開する。な

お、本稿の作成にあたっては、対象企業に対して、

現地取材及び、マネージャーや従業員へのインタ

ビュー調査を 2010年から 2011年にかけて行った。

２．サービスとＩＴ

サービス研究を推進する契機となったのは、多

国籍ＩＴ（情報技術系）企業であるＩＢＭが、自

らの事業構造が従来の製造業から急速にサービス

分野に移行する時代に発表した「Ｅビジネス」の

概念である。2000年代に入ってから、ＩＢＭは急

速にＩＴコンサルティングなどを中心としたサー

ビス事業にシフトしており、ＳＳＭＥ（Service

Science, Management and Engineering）と呼ば

れる総合分野的なビジョンを提唱し、サービス・

サイエンスにおける国際的なイニシアティブを握

った[3]。

サービス・マネジメントの分野で古典とされる

研究においても、高質のサービスを提供するため

のサービス・マネジメント・システムのなかに、

サービス・デリバリー・システムにおけるＩＴの

有効活用の重要性が指摘されていた[4]。基本的な

概念図ではあるが、文献[4]よりサービス・マネジ

メント・システムの概念図を図１として引用して

おく。

図１のうち、中心にある「文化と理念」は、こ

れだけをもってサービスの優秀性を示す最大要因

とされることがある。例えば、東京ディズニーラ

ンド（ＴＤＬ）の従業員には、アルバイトがほと

んどを占めるはずのキャスト（従業員のこと）に

まで企業としてのオリエンタルランドの文化と理

念が浸透している。キャストの「もてなし」にバ

ラツキがないのは、文化と理念がよく浸透してい

るからであり、そこにＴＤＬの強みがある。しか

し、実際にその文化と理念を従業員が行動に反映

するには、実行可能なシステムが背後にあると考

えるべきである（ＴＤＬは自社のサービス・コン

セプトを実践できる能力を持つ人材の採用をして

いるとも言える）。

他にも、ノードストロームでは、従業員に自由

裁量権を与え、「ＮＯと言わない百貨店」のイメー

ジを守っている。また、最前線の従業員と顧客が

出会うほんの 15秒の「真実の瞬間」を大事にする

スカンジナビア航空では、マーケットをセグメン

ト化して、ビジネス旅行者のチェックイン時間を

早める方式を導入して顧客満足度を高めていた。

とりわけサービス・デリバリー・システムは、前

述したようにＩＴ（情報技術）の発展から影響を

受けており、文具の翌日納入を事業とするアスク

ルの場合などは、技術の発展を取り入れることで

自社サービスをますます高めていっている。これ

ら５つの要素が重層的に絡み合い、サービスを生

み出しているのである。

また、工学系においては、「サービス工学は、サ

ービスを表現し、解析し、評価し、設計するため

の体系」[5]とされ、さらにサービス工学は情報工

学分野に限らず、広く工学全般に関係があるとさ

れている。研究の対象としても、その実務への応

用可能性としてもＩＴとの親和性が高いというこ

とは、サービス工学において、サービス・デリバ

リーの連鎖体系を媒介する中継エージェントが、

いわゆる代理業者だけではなく、情報技術そのも

のによって代替可能な現実の例が増えてきたこと

からも推察できよう。そのような可能性も視野に

入れつつ、サービスの効率性と顧客満足度の両立

をはかることがサービス工学の意図するところで

あろう。

３．先行研究の検討

前述のサービス・マネジメント・システムに関

わる逸話には、一部伝説化しているものが存在す

る[6]。しかし、実際の企業経営は顧客満足度を高

める伝説を作ることで顧客が満足して、企業の売

上げが永続的に確保されるほど甘いものではない。

文化と理念

サービス・

コンセプト

マーケット・

セグメント

サービス・

デリバリー・

システム
イメージ

図１ サービス・マネジメント・システム
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基本的には、企業の利益と顧客満足が高い位置で

バランスするポイントを探し出し、その上で事業

を継続させることが、サービス企業にとっては求

められている。その意味では、サービス工学が対

象とするようなサービスの解析、評価、再設計と

いうサイクルを、サービス企業はより現場感覚に

近い形で実現することで、事業を継続してきてい

ると考えても差し支えない。

企業の売上げや利益の視点と、サービスによる

顧客満足を結びつけた視点としては、図２のサー

ビス・プロフィット・チェーンの考え方[7]がある。

このサービス・プロフィット・チェーンがうま

く回っている企業として文献[7]は、「サウスウェ

スト航空」と「アメリカン・エクスプレスの旅行

ビジネス」とをあげている。両社の成功の秘訣は

「結果」を顧客に返し、それを従業員の「結果」

にも結び付けていることである。よりわかりやす

く言えば、両社の従業員は顧客満足の結果を、従

業員の結果（その多くが正当な評価・報酬）とし

て受け取れるようにしている。つまり、顧客満足

をもたらすのは、やみくもにもてなすことでもな

ければ、利益を無視してコストを下げることでも

ない。顧客が「サービス価値」に「サービス満足」

を感じ、それを従業員の満足に結びつける仕組み

（図２の「オペレーション戦略とサービス・デリ

バリー・システム」）を持っているか否かである。

ここまでの先行研究は、サービス業全般、ある

いは観光にかかわりがあっても大規模な企業向け

のものであった。もちろん、サービス・マネジメ

ント・システムや、その発展的議論であるサービ

ス・プロフィット・チェーンの考え方をそのまま

本研究が対象とするような地域温泉旅館に適用す

ることも場合によっては、不可能ではないであろ

う。特に、考慮しなければならない要素が羅列さ

れているにすぎないサービス・マネジメント・シ

ステムに比べると、サービス・プロフィット・チ

ェーンは要素間の関係がはっきりと図示されてお

り、売上の伸びと利益率の向上を考慮している点

でも包括的である。

しかし、われわれは地域温泉旅館の分析に、サ

ービス・プロフィット・チェーンの枠組みを活用

するには、二つの限界があると指摘しておかなけ

ればならない。第一に、地域温泉旅館は、ターゲ

ット市場を独力で開拓するには至っていないこと

である。具体的には、大部分の地域温泉旅館は主

要な大手旅行代理店に客室の大部分を卸し、直接

的にターゲット市場を選定しているわけではなく、

そのサービス満足度さえ知らずに商売を行ってい

ることが珍しくないという現実がある。そのため、

サービス・プロフィット・チェーンが想定する顧

客満足の結果を当該企業が適切に処理できている

ことは少なく、そのために従業員に適切にフィー

ドバックされているわけではない。

第二に、地域温泉旅館の顧客満足度は、通常の

大規模サービス業と違って、サービス施設単体か

ら生み出されるものとは限らない。例えば、地域

温泉旅館は宿泊施設として、宿泊サービスと温泉

入浴、そして食事の提供などをコアサービスとし

ているが、温泉地という観光目的地全体の雰囲気、

周辺の観光施設やアクティビティー、ナイトライ

フなどといったサブサービスは地域内の別の事業

者によって提供される。そのため、いかに宿泊施

設単体で努力しようとも、観光地全体の調和がと

れていなければ顧客満足度を高めることは難しい

という点である。

図 2 サービス・プロフィット・チェーン
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以上のように、地域温泉旅館の事例分析にあた

っては、サービス経営学がこれまで提供してきた

枠組みとは別の考え方を取り入れる必要がある。

４．分析枠組みの導出

観光まちづくりの事例を一定の枠組みにから分

析した文献[8]は、地域内の観光や物産関連のサー

ビス事業者（観光業界では「サプライヤー企業」

と呼ぶ）が、独自の販売チャネルや流通網を構築

する能力が低く、ロジスティックス上の限界を抱

え、それが事業発展のボトルネックになっている

ことを明らかにしている。また、その状況の打破

には、地域外の市場と地域内をつなぐ「中間シス

テム」機能を地域側に用意することが有効だと主

張されている。もちろん、地域温泉旅館もサプラ

イヤーの 1 つであり、地域側のサプライヤー群を

ネットワーク化することが中間システムに期待さ

れている。場合によっては、そのネットワーク内

部に中間システム的存在が埋もれる場合もある。

文献[8]の概念図を図３に転記しておこう。

なお、中間システムという用語は文献[8]に特有の

ものである。通常であれば、学術用語として定着

している中間組織[9]か、業界用語である代理店組

織などと呼ぶのが妥当とも思えるが、中間組織と

いう用語は取引や調達の問題を「組織か市場か」

に二分する経済学における古典的な議論[10]に立

脚しており、既にサービス工学について言及した

箇所でも指摘したように、ＩＴとりわけインター

ネットの進展によって、組織が介在せずともＷＥ

Ｂ等の人工物の仲介により代理店機能（すなわち、

エージェント機能）が成立することが現実化して

きている。文献[8]はこうした現実を踏まえ、あえ

てシステムという言葉をあてているのである。

本研究が扱う地域温泉旅館をコアサービスとす

るビジネスの場合、それを地域側が主導して行う

ためには、前節で限界として触れた点を超克する

ために、第一に、旅行の行程全体に責任を持って

観光商品を運営する企業努力の面と、第二に、地

域のサービス品質の魅力を外部に認知させる全体

努力の面が求められる。欧米やオセアニアにおい

ては、こうした両面の機能を持つ DMO と呼ばれ

る組織が地域側に存在することも珍しくない[11]。

図３では、この両面での調整を「ブランディン

グ」という用語で示してある。これは、一般的な

ブランド論が「ブランドは消費者の意思決定を単

純化する」[12]と整理していることからもわかる

ように、観光客に対して観光地域が約束するサー

ビスの質を一定に調整する力の拠り所としている

のである。

なお、サービス業には一般製品と違って、無形

性や不可逆性といった不安定要素が多く介在する

ために、消費者にとってブランドは、購入時に最

も重要な判断要素となる。とくに温泉旅館の場合、

温泉地としての名声と旅館単体の名声は切り離せ

るものではないという意味で、いわゆる地域ブラ

ンディングの重要性が高い。このような傾向は欧

米やオセアニアにおいても同じであり、小規模都

市を他都市から際立たせるためにブランド論の手

法が活用されている[13]。

以上の点により、本研究が対象とする鶴雅リゾ

ートの分析にあたり、まず図３のなかでサプライ

ヤーに位置づけられるホテル・旅館が、中間シス

テム機能をどのように芽生えさせるのかを確認す

る。次に図２における「サービス・デリバリー・

システム」を地域として充実化させるべく、旅館

単体としてはもちろん、地域全体のサービス品質

の向上をサプライヤー群のネットワーク化によっ

てどのように高めるのかに注目する手順をとる。

サプライヤー群の

ネットワーク化

図３ 観光まちづくりにおける中間システム
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５．鶴雅グループの事例

鶴雅グループは、北海道東部の阿寒湖畔に 1955

年に創業された「阿寒グランドホテル」に源流を

持つ。木造 2 階建ての小規模温泉旅館だったが、

現在は 7 つのホテルと旅行代理店などの関連会社

を抱える一大リゾートグループに発展した。その

成長の立役者は 2代目社長の大西雅之氏である。

阿寒グランドホテルは「あかん悠久の里・鶴雅」

にホテル名称を 2001年に変更し、2002年には大

手ホールセラーのＪＴＢが三ヶ月ごとに実施する

「満足度アンケート」において 90点以上を獲得し、

最優秀旅館ホテルの全国一位に選ばれた。現在で

も北海道内ランキングでは、一位から三位まで全

てが鶴雅グループの運営ホテルで独占されるほど

顧客満足度が高い（2011年5月時点でのランク）。

大西社長自身も 2003 年に国土交通省が認定する

「観光カリスマ」に選ばれ、阿寒観光協会の理事

長をはじめ、北海道観光振興機構の副会長などを

歴任しており、阿寒湖地区だけでなく北海道を代

表する観光業界のリーダーであると言える。

もともと阿寒グランドホテル時代の 1987 年に

は、上述のＪＴＢアンケートで 58点をつけられ、

ＪＴＢからの送客が一部停止されるという危機に

陥ったこともある。そのような旅館としての存続

危機から一転して成長した理由には、大きく分け

て二つのポイントがある、一点目はＪＴＢアンケ

ートのフォーマットをそのまま社内で活用し、徹

底的に顧客情報を収集し、自由記入欄に書かれた

クレーム情報を社内で共有して、改善にあたった

ことである。さらに二点目は、北海道の旅館・ホ

テルとして初めて ISO9002の認証を取得し、サー

ビス品質を保証する体制を一挙に整えたことであ

る。ISO取得の背景には、2000年に同じ阿寒湖温

泉に立地していた老舗ホテルが不採算に陥り、そ

れを吸収する形で改装オープンさせた「阿寒の森

ホテル花ゆう香」と、「あかん悠久の里・鶴雅」と

いう複数店舗体制になったことが関係している。

サービスをシステム化することで、複数店舗の運

営に対応したわけである[14]。

その後も、2002年には東急リゾートから買収し

た「サロマ湖鶴雅リゾート」、2003 年には阿寒湖

地区で営業停止に陥ったホテルを買収して、最高

級価格帯の温泉旅館「鄙の座」として改装オープ

ンした。さらに、不採算ホテルを買収する手法に

より、2007年は「北天の丘あばしり湖鶴雅リゾー

ト」を、そして 2009 年には「しこつ湖鶴雅リゾ

ートスパ水の謌」を、続いて 2010 年には「定山

渓鶴雅リゾートスパ森の謌」を開業し、札幌都市

圏にも進出した。このように鶴雅グループが、経

営スタイルの異なる外部ホテルを吸収し、同じグ

ループのホテルとして違和感なくリニューアルで

きる理由は、前述した 2 つのポイントにあるアン

ケート重視の姿勢と ISOを用いたサービス品質の

管理が、全てのホテルで徹底して行われているこ

とにあると考えられる。通常、中間システムには

何らかのノウハウやスキルの吸収が必要だが、二

種類の既存フォーマットを導入することで、それ

らを実現しているということである。

また、ＩＴの鶴雅グループにおける利用形態に

ついても紹介しておく。まずアンケートは機械集

計システムによって数値化され、翌日の朝礼時に

はテレビ会議システムを使って全社員で情報共有

し、改善が目指される。そして予約処理からフロ

ント会計、顧客データベース機能までを持つホテ

ル・マネジメント・システムも導入されており、

旅行代理店経由からの予約にもネット経由での直

接予約にも対応し、一括して残室管理を行うこと

ができるため、直接マーケティングによって客室

稼働率アップを目指すことが可能になっている。

ISO については、オープンしたての定山渓を除

き、全ての拠点で ISO9001を取得し、その標準に

基づくサービス実践と、アンケート対応の融合が

日々のオペレーションの要になっている[14]。こ

れらを支えるのはグループ内のＩＴシステムであ

るが、調査の結果、システム自体に革新的な技術

は存在しない汎用的なシステムであることもわか

った。注目すべきはむしろ、ＩＴそのものよりも、

独自アンケートシステムと ISOの有効活用により、

グループ全体のサービス品質の保証を行う役割を

本社機能として有している点であろう。

なお、グループ外のサプライヤーをネットワー

ク化しているという点では、大西社長が理事長を

務める「NPO 法人 阿寒観光協会まちづくり推進

機構」が 2005 年に発足し、アイヌ文化の発信イ

ベントなど、温泉地全体の価値を高める取り組み

を始めている。また、同協会は第三種旅行業免許

も取得し、着地型観光商品を直接マーケティング

によって販売可能である。しかし、こうした動き

は、本体のある阿寒湖地区のみの萌芽的な動きで

あり、他の拠点においてはまだ行われていない。

さらに、鶴雅グループ内には、旅行代理店「鶴

雅トラベル」が設置され、2006年から「着地型観

光商品」の販売を間接的マーケティングの形で行

っている。将来的には少しずつ阿寒トラベルが販

売スキルを蓄積し、直接的マーケティングを担っ

ていくことが目標とされており、同時にグループ

内のインターネット直販部門も増強されつつある。
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６．分析・結び

以上の鶴雅グループの事例を分析枠組みに当て

はめることで判明することは、自社グループ内で

は、中間システムが ISOやアンケートシステムを

使った人工物利用の形で完成されていることであ

る。これらは鶴雅グループにおけるサービス・プ

ロフィット・チェーンとして、利益や売上があが

り、さらなる顧客満足にフィードバックする形と

して観察された。この点は鶴雅グループの「オペ

レーション戦略とサービス・デリバリー・システ

ム」の本質的部分であり、ハイサービスを実現す

るための必要因子であると評価できるだろう。

しかし、自社を超えるサプライヤー群のネット

ワーク化に関しては、本拠地である阿寒において

は観光協会という中間システムを用意して行って

いるものの、他の拠点では行っていないことから、

未だ試験的な段階にとどまっている。当然ながら、

サービス・プロフィット・チェーンのフィードバ

ックも存在していない。

本事例分析では、サービス品質と顧客満足度を

高めるサービス・プロフィット・チェーンに、ア

ンケートシステムや ISOなどの関連する管理シス

テムが融和していることこそが、鶴雅グループの

成功の要因であると主張してきたに過ぎない。と

はいえ、それによって実現されたサービス品質の

安定感が、観光客に対してブランドとして認知さ

れ、顧客の期待を裏切らない管理システムを継続

的に可能としている点に、鶴雅のハイ・サービス

の本質があり、その能力が全拠点に浸透している

ことが鶴雅グループのさらなる発展可能性を示し

ているということも本稿の分析で明らかになって

いる。

なお、本研究の限界は、我が国の観光・サービ

スに関する経営学的研究を、欧米で進行するサー

ビス・イノベーション論を取り入れる形で進展さ

せるまでに至らなかった点である。今後は、オー

プン・サービス・イノベーション論[15]など、新

たな議論を取り入れながら、多様化するサービ

ス・イノベーション論を地域の側の視点から発展

させることを課題としたい。
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